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都市計画マスタープランの概要 

▶都市計画マスタープランとは 

都市計画マスタープランは、都市計画法に基づき定められた「市町村の都市計画に関する基本的な方針」です。

この「基本的な方針」をより簡単に表すと、都市として発展していくための課題に対応し、みやま市のあるべき

姿とその実現に向けたまちづくりの方針を示す計画となります。 

また、将来の具体的な土地利用に関する規制や、個別の事業を立案する上での指針となる計画であることから、

今後、本市が行う都市計画の決定や事業の実施は、みやま市都市計画マスタープランに基づき進められます。 

  

▶計画の対象区域と目標年次 

本市には、筑後中央広域都市計画区域（非線引き都

市計画区域）、大牟田都市計画区域（線引き都市計画区

域）及びみやま準都市計画区域があります。 

都市計画に関する基本的な方針を定める都市計画マ

スタープランは、原則として都市計画区域を対象区域

としますが、一体的な都市づくりの観点から、市全域

を対象区域に設定します。 

また、本マスタープランは、概ね 20 年後を見据え

ることとし、令和 26年度（2044年度）を目標年次

として設定します。 

 

 

 

 

▶計画の位置付け 

みやま市都市計画マスタープランは、第２次みやま市総合計画、福岡県が定める都市計画区域の整備、開発及

び保全の方針（都市計画区域マスタープラン）などの上位計画に即して定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

即する 即する 

― 市町村の都市計画に関する基本的な方針 ― 

みやま市都市計画マスタープラン 
（都市計画法第 18 条の２） 

整合 

＜関連する主な計画＞ 

●公共施設等総合管理計画 

●景観計画 

●国土強靭化地域計画 

●地域防災計画 

●地域公共交通計画 

●観光振興計画 

●農業振興地域整備計画 等 

＜個別の都市計画の決定・実施＞ 

 

 

 

地域地区 

〇用途地域    

〇防火地域、 

準防火地域   等 

都市施設 

〇道路 

〇公園・緑地 

〇上下水道   等 

市街地開発事業 

〇市街地再開発事業 

〇土地区画整理事業 

〇新住宅市街地開発事業等 

地区計画等 

〇地区計画 

〇集落地区計画 

〇沿道地区計画    等 

位置づけ 

第２次みやま市総合計画 

（総合的かつ計画的な行政運営を図るための指針） 

＜みやま市の計画＞ ＜福岡県の計画＞ 

都市計画区域マスタープラン 

（都市計画法第６条の２） 

図：みやま市の都市計画区域 

図：計画の位置付け 
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基本理念 

都市づくりの課題 

上位関連計画や都市の現況把握、市民意向を踏まえた本市の都市づくりの課題は次の通りです。 

分野等 都市づくりの課題 

上位関連 

計画 

拠点と基幹公共交通軸による都市づくり／矢部川流域の景観保全とエリアの位置づけに応じた景観

形成／JR瀬高駅周辺の活性化と安全性の確保／整備されるワンヘルスセンターの積極的活用、周辺

の計画的な土地利用 等 

人口 

人口減少、少子高齢化社会に対応したまちづくり／生活サービス施設の維持に必要な人口集積を図る

拠点の形成及び公共交通の整備／子どもから高齢者まで誰もが暮らしやすいまちづくり／居住環境

整備による定住促進 

産業 通勤者の流出超過に対応した就業場所の確保／地域の基幹産業の活性化を図る産業振興の取組 

土地利用 
計画的な土地利用の推進／鉄道駅を中心としたにぎわい創出等の拠点形成/優良農地の保全／空き家

や低未利用地の有効活用／県営筑後広域公園、ワンヘルスセンターを活かしたまちづくりの検討 

交通 

歩行者空間の確保及び狭あい道路の改良など都市基盤の整備／都市計画道路の整備促進や長期未着

手の都市計画道路の見直し／基幹公共交通である鉄道駅における交通結節機能の強化／地域ニーズ

に応じた効率的かつ効果的な公共交通の整備 

都市施設 
上下水道整備の計画的な推進／使用されていない都市計画施設の跡地利用の検討/都市施設の長寿命

化と効率的な管理・運用／人口減少等に応じた公共施設の総量の適正化や長寿命化 

都市景観・

生活環境 
本市の有する景観を財産と位置付け将来にわたり守り育てていくこと 

都市防災 災害に強い安全で安心に暮らせるまちづくり／災害発生後、早期に復興を進めるための事前準備 

市民意向 
公共交通及び買い物の利便性確保、就業の場所の確保／国道 443号バイパス及び ICアクセス道路沿

道における既存の農地から商業や工業等への土地利用転換の検討  等 

 

全体構想 

▶都市づくりの理念と目標 

都市づくりの課題を踏まえ、みやま市の「まちづくりの将来像」と、まちづくりの将来像の実現のための５つ

の「基本理念」を次のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

賑わいが 

感じられる 

まちづくり 

誰もが快適に 

暮らせる 

まちづくり 

恵まれた 

交通利便性を 

活かした 

まちづくり 

災害に強い 

安全・安心に 

暮らせる 

まちづくり 

豊かな水と緑を 

活かした 

まちづくり 

都市拠点及び地域拠

点における生活利便

施設の集積・維持、居

住の誘導を進め、人

口減少が進む中でも

賑わいが感じられる

まちづくりを目指し

ます。 

都市基盤の維持・充

実や公共施設等のバ

リアフリー化、市内

移動を円滑にする公

共交通網の構築によ

り、誰もが快適に暮

らせるまちづくりを

目指します。 

鉄道各駅への公共交

通アクセスの向上、

自動車専用道路 IC

周辺への産業立地の

推進等により、広域

交通利便性を活かし

たまちづくりを目指

します。 

災害リスクを低減さ

せるハード及びソフ

ト両面での対策を図

り、災害に強い安全

で安心に暮らせるま

ちづくりを目指しま

す。 

本市の豊かな自然環

境、優良農地の保全・

活用を進めながら、

豊かな水と緑を活か

したまちづくりを目

指します。 

 

豊かな水と緑を活かし、 
安全・安心で快適に住み続けられるまち 

まちづくりの将来像 



3 

▶将来の都市構造 

将来都市構造とは、まちづくりの将来像等に基づき本市の目指すべき都市構造の骨格を、拠点、都市軸及び土

地利用（ゾーン）を要素として示すものです。 

 

 

要素 定義 設定 

拠点 

都市を構築して

いく上で核とな

り、各機能が集

積される地点 

 都市拠点 

地域拠点 

産業拠点 

広域交流拠点 

都市軸 

人・物の円滑な

移動や地域間連

携、交流に欠か

せない重要な軸 

 基幹公共交通軸 

広域幹線軸 

地域連携軸 

水と緑の交流軸 

土地 

利用 

各地域の特性や

現状を踏まえて

地域を区分する

こと 

 市街地ゾーン 

田園居住ゾーン 

山林保全ゾーン 

産業ゾーン 

研究・交流推進ゾーン 

 

 

 

 

 

▶土地利用の方針 

各ゾーンの特性や魅力を活かしながら、今後も続くと見込まれる人口減少や少子高齢化を見据えた持続可能な

まちづくりを目指すため、以下の方針に基づき地域特性に合った土地利用を進めます。 

加えて、本市には 2つの都市計画区域（筑後中央広域都市計画区域及び大牟田都市計画区域）並びにみやま準

都市計画区域が指定されており、それぞれで異なる土地利用規制が定められていることから、一体的なまちづく

りを推進するため、これらの都市計画区域のあり方を検討します。 

 

 

＜土地利用の方針＞ 土地利用区分 
  

市街地 
ゾーン 

都市機能の集積によ
る拠点性の向上と良
好な住環境の形成 

 住宅地 
商業地 
沿道型商業地 
工業地 

田園居住 
ゾーン 

優良農地の保全と 
既存集落の維持 

 集落地 
農地 
沿道型商業地 
産業地 
広域交流地 

山林保全 
ゾーン 

豊かな自然と 
歴史文化資源の保全 

 
山林地 

産業 
ゾーン 

広域交通利便性を活
かした産業の集積 

 
産業地 

研究・交流
推進ゾーン 

ワンヘルスを活かし
た研究・交流機能の
集積 

 
研究・ 
交流推進地 

 

 

 

  

図：将来都市構造図 

図：土地利用方針図 
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▶交通体系の方針 

九州自動車道、佐賀・熊本方面との連携が期待され整備されている有明海沿岸道路と、国道等の広域幹線道路、

市内の地域間の移動を支える地域幹線道路の連携による円滑な道路ネットワークの構築を図ります。 

市民の公共交通に対するニーズに的確に対応するためには、鉄道、路線バス、コミュニティバスといった役割

の異なる公共交通の連携を図り利便性の高い公共交通網の構築を図ります。 

 

 

＜道路交通の方針＞ 
 
自動車専用
道路の整備
促進 

・佐賀・熊本方面への交通アクセス向上の
ため有明海沿岸道路の整備を促進 

広域幹線道
路の利便性
や安全性の
向上 

・関係機関と連携しながら利便性や安全
性の向上に取り組む 

・国道 208号、209号、443号バイパ
スは、関係機関と連携しながら、渋滞緩
和や事故防止のため道路拡幅や交差点
改良を推進 

地域幹線道
路の整備促
進 

・関係機関と連携しながら利便性や安全
性の向上に取り組む 

・県道高田山川線の未整備区間の早期整
備を促進 

・ワンヘルスセンターを中心とした交流
促進に向け、アクセス道路の整備を検討 

域内道路の
維持・機能
向上 

・狭あい道路の解消 
・小・中学校の通学路における歩行者の安
全確保のため歩道整備を推進 

都市計画道
路の整備促
進 

・未整備の都市計画道路については、関係
機関と連携を図りながら整備を促進 

・長期未着手の都市計画道路は、社会情勢
を踏まえ必要性を検証し、見直しを推進 

 

 

＜公共交通の方針＞ 
 

基幹公共交
通軸である
鉄道の利便
性の向上 

・鉄道と他の公共交通手段との乗り継ぎ
環境の整備等による鉄道の利用しやす
さの向上 

・事業者への働きかけによる鉄道の利便
性向上 

公共交通体
系の維持・
強化 

・路線バスにおける既存の運行体制、サー
ビス水準の維持・確保 

・拠点間における速達性や運行頻度の維
持・向上など、広域幹線の二次交通とし
ての機能強化 

・地域内幹線等の乗り継ぎ箇所や利用が
多い施設等へのアクセス性の向上、車内
環境整備等による利便性向上 

・新たな移動サービスの導入について、段
階的な検討を推進 

公共交通結
節機能の強
化 

・各拠点における様々な移動サービス間
の乗り継ぎ環境の充実、交通結節機能の
強化 

・鉄道の各駅におけるアクセス性向上、歩
行者の安全確保、駅利用者の利便性向上
など、人・物・情報が集約する交通結節
点の形成 

  

図：道路交通の方針図 

図：公共交通の方針図 
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▶公園・緑地の方針 

公園は、市民の身近な憩いの場やコミュニティ形成の場として、適正な維持管理を推進し、清水山等の山々や

矢部川等の河川周辺の豊かな緑地は、本市の暮らしにおける魅力の一部として、保全・活用を図ります。 

 

＜公園・緑地の方針＞ 
 

公園の適正
な維持管理 

・公園の計画的な更新・補修を進めつ
つ、住民との協働のもと、適正な維
持管理を行う体制づくりを推進 

・必要に応じて統廃合や公園機能の分
担等による公園の再編を検討 

・県営筑後広域公園について、福岡県
と連携しながら、公園の利用促進に
向けた取組を推進 

自然環境の
保全・活用 

・グリーンインフラの考え方に基づき
自然環境の保全、整備 

・矢部川等の河川環境の保全、親水空
間の整備などまちなかに潤いを与え
る魅力的な資源として活用 

・本市の豊かな自然や文化を活かした
グリーンツーリズムの取組を推進 

市街地内緑
地の維持に
よる快適性
の確保 

・公共施設における緑地や街路樹の維
持など魅力ある緑の都市空間の維持 

・市街地内の緑地を維持に向けた市民
との協働による緑化促進 

 

 

 

▶その他の都市施設等の方針 

道路や公園・緑地以外の上下水道、公営住宅、環境関連施設等の維持管理や整備、活用等を進め、健康で快適

な暮らしができる良好な居住環境の保全を図ります。 

 

＜その他の都市施設等の方針＞ 
 

上下水道 

安全・安心
な上水道の
整備と下水
道の整備推
進 

・上水施設の整備や更
新、耐震化等を推進 

・地域に応じた汚水処理
事業を計画的かつ効率
的に推進 

ごみ焼却
施設 
バイオマ
スセンタ
ー 
火葬施設 

環境関連施
設等の維
持・管理 

・柳川市との連携による
ごみ焼却施設及び火葬
施設の適切な維持管理 

・バイオマスセンターを
活用した資源循環の拠
点づくりの推進 

住宅 
公営住宅等
の確保 

・公営住宅における予防
保全的管理の推進 

・定住促進住宅における
既存建物の活用や建替
えの検討 

学校跡地 
学校跡地の
活用 

・地域住民の意向を踏ま
えながら地域にふさわ
しい活用方法を検討 

総合保健
福祉セン
ター 

総合保健福
祉センター
整備のあり
方の検討 

・施設規模の見直しや集
約化・統廃合など施設
のあり方を検討 

  

図：公園・緑地方針図 

図：その他の都市施設方針図 
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▶景観形成の方針 

本市では、山々や河川で構成される豊かな自然景観や農地や集落で構成される田園景観などが魅力となってお

り、これらを保全し次世代に継承するとともに、景観的な特性を活かした魅力的な景観形成を図ります。 

 

＜景観形成の方針＞ 
 

市街地 

賑わいを感
じられる市
街地景観の
形成 

・中心地の賑わいを感じ
られる景観形成 

・周辺の田園景観や自然
景観への眺望に配慮し
た市街地景観の形成 

・低層住宅地と自然景観
が調和したゆとりある
市街地景観の形成 

田園 
集落地 

田園風景と
集落景観の
保全 

・低層建物や屋敷林から
なる落ち着きのある集
落景観の保全 

・広がりのある田園景観
を将来にわたり継承 

山林地 
山並みを生
かした景観
の保全 

・山並みの保全 
・農山村集落景観の保全 

河川 

河川沿いの
水と緑の魅
力的な景観
の保全 

・河川沿いの清流に親し
む空間と眺望景観、変
化に富んだ魅力的な景
観の保全・創造 

・連続性のある河川景観
の保全 

景観・ 
歴史資源 

魅力的な景
観資源の保
全・活用 

・お牧山山頂等からの眺
望の保全・継承 

・清水寺三重塔等の歴史
的・文化的価値のある
景観資源の継承・活用 

 

▶都市防災の方針 

（１）都市防災の基本的な考え方 

災害に強いまちづくりを推進するため、ハード及びソフト対策を適切に組み合わせながら、防災・減災に取り

組むとともに、災害からの迅速な復旧復興のための事前準備の取組を推進します。 

 

＜都市防災の方針＞ 
  

強靭な都市基盤
の整備 

・行政、企業、市民などの流域に関わるあらゆる関係者の協働による流域全体で水害を軽減させる
対策を行う流域治水を推進 

・大雨による浸水被害を軽減するための河道拡幅、河道掘削などの河川改修の促進 
・貯留機能の強化による浸水被害の軽減を図る田んぼダムやクリーク先行排水の推進 
・土砂災害等の危険性のある箇所では、関係機関との連携による砂防事業等の対策の促進 
・避難や消火、救助活動の妨げとなる狭あい道路の拡幅などの道路整備の推進 
・防災拠点となる公共施設や避難所における不燃化、浸水対策等の災害に強い防災拠点を形成、停
電時でも電力供給が可能となる太陽光発電や蓄電池の整備などによる防災機能の強化 

・既存の公園における防災機能の向上に関する検討 

防災体制の整備 

・ハザードマップ等を活用した災害危険箇所や避難所の周知、防災教育や防災訓練による市民の防
災意識を向上 

・無線放送、ホームページ、SNS等の活用による情報伝達手段の多重化 
・地域住民による災害情報等の伝達、避難支援、被災者の救出等の活動を行う自主防災組織の設立
支援及び体制強化 

・市民の適切な避難行動につなげるための市が収集した被害や通行止め情報の提供 

・災害発生後、早期かつ的確な復興に向けた復興体制、復興まちづくりの方針などを事前に検討し

ておく復興事前準備の取組の推進 

 

 

図：景観形成方針図 
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地域別構想 

▶筑後中央広域都市計画区域（瀬高地域）の地域別構想 

筑後中央広域都市計画区域（瀬高地域）では、恵まれた交通環境や既存の都市機能等の集積を活かし、様々な

人が訪れやすく、生活利便性に優れたまちづくりを進めながら、基幹産業である農業等の魅力の維持や波及の取

組を進めるとともに、地域西部におけるワンヘルスセンター整備とその周辺のまちづくりの推進による効果を活

かし、「人の笑顔が集まり様々な交流が生まれる 魅力あふれるまち」を目指します。 

 

 

 

 
 

図：地域づくりの方針図 

 

 

 
 

  

基本方針１：多くの人が訪れる広域的な交流の中心となるまちづくり 

基本方針２：JR 瀬高駅を中心とした訪れやすいまちづくり 

基本方針３：農業を中心とした基幹産業が充実し、波及するまちづくり 

※都市計画における位置づけ、土地利用状況、法規制の違いを踏まえ、「筑後中央広域
都市計画区域（瀬高地域）、大牟田都市計画区域（高田西部地域）、みやま準都市計画

区域（高田東部・山川地域）の 3つの地域に区分し、目標や整備方針を示します。 

まちのシンボルにふさわしい
賑わいのあるまちなかづくり 

ワンヘルスに関わる土地利用の推進 
アクセス道路の整備の検討 

JR 瀬高駅東部の計画的
な土地利用 

用途地域内における計画的な建物誘導、 
低未利用地等の解消 

産業団地の形成及び 
企業誘致の推進 

田園風景の保全 

自然生態系に配
慮した水辺空間
の整備を促進 

公園の利用率向上に向けた県
営筑後広域公園の整備促進 

市民との協働による 
自然環境の保全・活用 
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▶大牟田都市計画区域（高田西部地域）の地域別構想 

大牟田都市計画区域（高田西部地域）では、既存の生活利便性や広域交通機能を活かし、市民や来訪者等の様々

な人が訪れやすく、生活利便性に優れたまちづくりを進めるとともに、基幹産業である農業等の魅力の維持や IC

における流通業務等の産業集積を進め、「人やものが動き活力がみなぎるまち」を目指します。 

 

 

 

 
 

図：地域づくりの方針図 

 

 

  

基本方針１：生活利便に優れた暮らしやすいまちづくり 

基本方針２：広域交通機能を活かしたまちづくり 

基本方針３：市街地と集落が共存するまちづくり 

地域拠点における 
生活利便施設の維持・誘導 

生活利便施設等
の集積 

周辺の農地や自然環境と調和の
とれた良好な居住環境の維持 

市民との協働による自然・里山景観及び
生物の生息地としての整備保全 

市民協働による河川
景観の保全・活用 

市街化区域内における計画的な建物誘導、 
低未利用地等の解消 

流通業務等の産業集積に向け
た計画的な土地利用の推進 



9 

▶みやま準都市計画区域（高田東部及び山川地域）の地域別構想 

みやま準都市計画区域（高田東部及び山川地域）では、豊かな自然環境や農業振興、自然環境と調和した住環

境の保全を進めることで、「自然と人が共存し環境を守り育むまち」を目指します。 

 

 

 

 
 

図：地域づくりの方針図 

 
 

 

  

基本方針１：豊かな自然環境を継承するまちづくり 

基本方針２：自然と調和した穏やかに暮らせるまちづくり 

基本方針３：生活利便を確保する移動しやすいまちづくり 

都市拠点における公共サービスを補完する
機能や日常生活に必要な機能の維持 

生活利便施設等
の集積 

周辺の農地や自然環境と調和の
とれた良好な居住環境の維持 

お牧山等の山林地の保全、市民との協働
による自然・里山景観及び生物の生息地
としての整備保全 

国道 443 号における 
安全な歩行空間の確保 

バイオマスセンタールフランを
活用した資源循環の拠点づくり 

市民協働による河川
景観の保全・活用 
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実現化方策 

▶協働のまちづくりの推進 

本計画で示す方針は、公共的空間だ

けでなく市民や企業・事業所が所有す

る土地を含む市全域が対象であり、日

常的に行われる様々な活動に関係し

ます。 

市民や企業・事業所がまちづくりへ

参加することが重要であり、「市民、企

業・事業所、行政」がパートナーシッ

プを持ってまちづくり取り組むこと

が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶実現化のための方策 

全体構想及び地域別構想で定めた方針を実施していくために必要となる、市全域の総括的な措置や重点的に検

討すべき方策は以下の通りです。 

①都市計画区域の

ありかたの検討 

・本市には、2つの都市計画区域（筑後中央広域都市計画区域及び大牟田都市計画区域）並びに

みやま準都市計画区域が指定されており、将来都市像の実現に伴う課題の克服には、各区域の

特性により違いが生じます。 

・市全域で一つの都市計画区域の指定（線引き廃止）を受け、本市の一体的なまちづくりの推進

と将来像を実現するため、引き続き協議を進めます。 

②用途地域の見直

し 

・地域の活性化を促し、生活環境の向上と商工業の振興を目的に、各種関連計画との調整を図り

ながら、必要に応じてそれぞれの地域に適した用途地域への見直しを検討します。 

③市街化調整区域

の保全・活用 

・本計画と農業振興との調整を図りつつ、市街化調整区域における都市計画法第 34条第 11号

及び 12号のさらなる活用、地区計画の策定、農村地域への産業の導入の促進等に関する法律

や地域未来投資促進法を活用した農用地区域からの除外、農地転用許可等、必要に応じた制度

等の活用を検討します。 

④ワンヘルスセン

ターの整備と周

辺のまちづくり

の推進 

・瀬高町高柳地区に計画されている福岡県のワンヘルスセンターの整備に合わせたまちづくりを

推進します。また、ワンヘルスセンター周辺の道路網の整備の検討や、周辺はもとより市内全

域にワンヘルスに関連する研究・産業関連施設や交流施設の立地誘導を推進します。 

⑤防災まちづくり

の推進 

・災害に強いまちづくりを実現するため、河川改修や道路整備、防災拠点となる公共施設等のハ

ード面の対策とともに、災害関連情報の発信、防災教育等のソフト面の対策を推進します。 

・また、災害発生後に、早期かつ的確な復興を行えるよう、復興事前準備の取組を推進します。 

 

▶計画の進行管理と見直し 

本計画を着実に進めるため、進捗状況の把握・評価においては、「PLAN（計画）、DO（実施）、CHECK（評

価）、ACTION（改善）」の４つのステップで目標達成や計画改善を行う PDCAサイクルに基づく進行管理を実施

し、まちづくりの将来像の実現を目指します。 

本計画では、今後約 20 年を見据えた中長期的な方針を定めています。しかしながら、本市を取り巻く社会経

済情勢の変化は目まぐるしく、新たな課題の発生や市民ニーズの変化への対応も必要となることが予想されるこ

とから、柔軟かつ機動的に対応するため、必要に応じて見直しを行います。 

市民の役割 
〇まちづくりへの積極的な参加 

〇指針やルール作りへの参加 

〇事業の計画・実施への協力 

〇その他市民として出来ること 

企業・事業所の役割 
〇まちづくりへの連携と参加 

〇指針やルール作りへの参加 

〇事業の計画・実施への協力 

〇新たな取組や事業等の発案 

〇その他企業・事業所として出来ること 

行政の役割 
〇本計画の周知 

〇まちづくりへの参加体制の確立 

〇まちづくり組織へのサポート 

〇まちづくり推進体制の充実 

〇その他行政として出来ること 

協働 

図：三者の基本的役割 
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